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【背景と目的】 

近年，口腔の健康を維持するための口腔保健行動の重要性が謳われており．歯科医

療に関する一般生活者意識調査では，定期歯科健診を受診する人が増加傾向を示して

いる．しかし，依然として自覚症状がないと歯科医院を受診しない人が３割と多く，

定期健診を受けない人の意識や予防に対する関心度は不明である．そこで，これらを

解明するために第３次産業勤労者の定期健診に関する意識と口腔保健行動を調べた．

さらに，歯科医師が職場を訪問して実施するブラッシング指導（TBI：Tooth Brushing 

Instruction）の効果から，今後の啓蒙活動や保健指導を検討した． 

 

【対象と方法】 

第３次産業の勤労者 378 名（年齢：18‐84 歳)を対象にアンケート調査（歯科医院

に訪れる理由，定期健診の有無と理由，定期健診へのシステム，虫歯の有無，ブラッ

シングの知識・1 回の時間・1 日の回数，補助具の使用，8020 への関心）を実施した．

アンケート結果より定期健診を受診している群（健診有群）と定期健診を受診してい

ない群（健診無群）に分け，健診有群 / 健診無群を従属変数としたロジスティック回

帰分析を用いて定期健診との関連項目を検討した．また健診無群の 21 名を TBI 実施

群（TBI 群：11 名），TBI 無群（コントロール群：10 名）に分けた．検者が会社に出

向き，各群に半年毎の計４回（２年間）の PCR（Plaque Control Record）を実施した。

TBI 群には毎回 TBI を実施して，コントロール群には TBI を実施せず，PCR のみを

行った。各群内で初回と各回の PCR 値を Wilcoxon 符号付順位検定で比較して TBI の

効果を検討した．両群の比較には，Mann-Whitney 検定を用いた． 

 

【結果】 

アンケート総配布数 647 枚に対して，回答が得られたのは 378 枚で回収率は 58.4%

であった．アンケートより健診有群は 107 名，健診無群は 269 名であり，定期健診を

受けない理由は「時間がない」が多く，次に「必要性が不明」「治療費が高い」であっ

た．定期健診を受けるためのシステムは，定期健診有群ではリコールの連絡を必要と

し，定期健診無群では訪問による健診を希望していた．ロジスティック回帰分析から，

定期健診をしていることは，年齢（40歳以上）（オッズ比 1.61），女性（オッズ比 1.83），

虫歯なし（オッズ比 2.24），ブラッシング方法の知識あり（オッズ比 3.62），歯間ブ

ラシの使用あり（オッズ比 2.41），フロスの使用あり （オッズ比 2.09） と有意な関

連が認められた．TBI の効果では，TBI 群は初回に対して２回目（p < 0.05），３回目

（p < 0.01），4 回目（p < 0.005）は PCR 値が有意に低下した．コントロール群でも初

回に対して 3 回目（p < 0.05）4 回目（p < 0.01）は PCR 値が有意に低下したが TBI 群

の方がより減少した． 
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【結論】 

アンケート調査の結果から，定期健診のために歯科医院を受診する事は，業種に関わ

らず口腔保健に関する個人の知識，女性であること，補助道具の使用，40 歳以上の年齢

が強く関与していた．従って，定期健診を受診している人は，ブラッシングの方法等の

知識を習得しており，補助道具を併用した口腔ケアを実施しているため，口腔内の状態

が良好である．しかし，これらの人は 8020 を目指しているわけではなく，生活の一部

として口腔内のケアを実施していると考えられる．さらに，会社へ出向いて実施する

TBI の効果も十分に期待できる事，TBI を実施しなくても検査をする行為だけでも，口

腔ケアに影響力があることが明らかとなった．今後，40 歳未満の勤労者や定期健診を

受けていない男性の意識改革を強化するとともに，時間がなくて定期健診を受けられな

い人に対して，訪問指導をする等の歯科医師の能動的なアプローチも重要だと示唆され

た． 
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諸 言 

 

我が国は高齢化が進み，労働年数が長くなることが予想されるため産業保健の充実が

必要である．1978 年から厚労省が国民の健康づくりとして推進しているのは，疾患予

防を重視し，一生を通して定期的な健康診断や適切な保健指導を受けることが可能な体

制である．口腔の健康の維持が全身の健康に多大な影響を与えているとの観点から，健

康な高齢期を過ごすためには，若年期から十分な口腔ケアを心がけ，良好な咀嚼ができ

る口腔機能の保持が重要である 1)．  

2011 年に制定された「歯科口腔保健の推進に関する法律」では，生涯を通じた歯科疾

患の予防，正常な口腔機能の保持等により，すべての国民が心身ともに健やかで心豊か

な生活が出来る社会を目指すとしている．また，2013 年からスタートした 10 年計画の

「健康日本 21（第２次）」では, 口腔の健康の維持として歯・口腔の健康に関する生活

習慣及び社会環境の改善を示しており，各ライフステージに応じた目標値が定められて

いる．このように歯科領域の法律や政策は整いつつある． 

40 歳を超えると歯周病の罹患率が急に上昇する等，歯科疾患の予防と早期発見が強

化されるべき年齢層への歯科保健活動が重要となる。しかし，現在勤労者を対象とした

産業保健としての口腔保健活動は，硝酸・硫酸・塩酸などを取り扱う有害業務従事者を

対象に義務付けられている特殊診断しか実施されていない．また，成人に対する法定化

された健康診断は，企業や保健センターなどの公的な場で行われている医科検診のみで，

歯科検診は含まれていない．健康増進法による市町村健康増進事業には歯周疾患検診は

あるが，その検診は年齢が限定されている．従って，勤労者に対する口腔保健活動や教

育などの産業歯科保健活動は低迷しており，成人における歯科健診は個人の意識にまか

されているのが現状である．  

近年，口腔保健行動のセルフケアとプロフェッショナルケアの意義や定期歯科健診の

重要性が様々なツールを通して謳われている 3-5)．その結果，2016 年の日本歯科医師会

による一般生活者意識調査では，定期歯科健診のために歯科医院を受診する人が以前よ

り増加していた 6)．このように一次予防を目的とした歯科受診が定着してきたにも関わ

らず 7,8)，依然として口腔内の自覚症状を主訴に来院する者の割合が一番高く，現在の

歯科健診率は，健康日本 21 の目標値である 65％には到着していない．定期歯科健診を

受けることは，齲蝕や歯周病，あるいは口腔粘膜疾患，口腔癌等の早期発見にも役立つ．

また修復物のメインテナンスのために非常に重要である 9,10) と理解していても，定期歯

科健診を受診しない 11)．口腔保健行動が，「知識」「生活習慣」「経済性」と関与してい

る 12,13）との報告を踏まえると，上記の人に対して，口腔の健康維持のための知識を涵養

させ，生活習慣の改善を促す方法を考える必要がある．     

このように，口腔保健を理解していない人に対する課題がある中で，これまでに勤労

者を限定として口腔保健行動を実施した調査は少なく，定期健診を受診しない人に対す
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るアプローチをしている報告はない．そこで今回，労働者への歯科保健行動の啓蒙活動

や意識改革の効果的な方法を模索するために，大阪府堺市の第 3 次産業勤労者 14)に対

して歯科健診受診の有無や受診しない理由および口腔保健行動の意識についてのアン

ケートを実施した。さらに，健診を受けない者の職場を訪問し，職場の一室でブラッシ

ング指導（TBI：Tooth Brushing Instruction）を行い，これが口腔清掃行動に与える影響

を調べた．  

 

 

対象と方法 

 

１．アンケート調査 

１）研究対象者 

 本研究の対象者は，大阪府堺市西区に所在する第 3 次産業（電気業・ガス業・卸売業・

小売業・銀行業・不動産業・専門サービス業・飲食サービス業・生活関連サービス業・

情報サービス業・運輸業・教育業）の中小企業や個人商店 27 箇所の勤労者から無作為

に抽出した男女 647 人とした． 

 

２）方法 

 アンケートの配布方法は，直接企業等に赴き配布する直接法（24 箇所）と，アンケー

ト調査の許可が頂けた企業へレターパックを使用して郵送配布する郵送法（3 箇所）を

用いた． 

 

３）調査内容 

アンケートの内容は，「年齢」「性別」「定期健診の有無」「定期健診を受けない理由」

「歯科医院を訪れる理由」「患者が望む定期健診を受診するためのシステム」「虫歯の有

無」「ブラッシングの知識」「1 日のブラッシング回数」「1 回のブラッシング時間」「補

助具の使用（フロス・歯間ブラシ）」「口腔内への関心（8020 を目指しているか）」とし

た（表 1）．直説法や郵送法でのアンケート調査であるため，業種に関しては検者が把握

していた． 

 

４）統計解析 

 上記の調査内容の「定期健診の有無」について定期健診を受診している群（健診有群）

と定期健診を受診していない群（健診無群）の 2 群に分けた．「患者が望む定期健診を

受診するためのシステム」においては，健診有群と健診無群の 2 群間をカイ二乗検定に

て比較した．「定期健診の有無」を従属変数，「Q4」「Q5」と「Q6」を除くその他の項目

及び業種を独立変数としてロジスティック回帰分析（強制投入法）を行い「定期健診有」
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と関連がある項目を調べた．また解析には SPSS ver.23（IBM, USA）を使用し，有意水

準は５％とした． 

 

２．TBI の効果 

１）研究対象者 

 健診無群から無作為に抽出した 21 名を対象とし， PCR を採取した際に TBI を毎回

実施する TBI 群（11 名），TBI を実施しないコントロール群（10 名）の 2 群に分け

た． 

 

２）方法 

 1 人の歯科医師が研究対象者の企業に直接赴き歯垢付着量を調べた．評価方法は全歯

を近心，遠心，頬側（唇側），舌側の４ブロックに分割し，歯頚部歯面を探針にて擦過

し歯垢が付着していたブロックの数を全体のブロック数で割り，歯垢の付着割合を百分

率で求める O`Leary の Plaque Control Record（PCR）法を用いた．検査は初回から 6 ヶ月

ごとに計 4 回（2 年間）実施した． 

TBI 群には，各個人の歯垢付着状態を考慮したうえで個人に適したブラッシング方法

（スクラビング法・バス法・1 歯縦磨き法）を毎回指導し，フロスや歯間ブラシの励行

は TBI 群の全員に施行した．コントロール群には，特に指導をせず 6 ヶ月おきに PCR

の検査のみを実施した． 

 

３）統計解析 

 TBI 群とコントロール群の各個人の初回の値を 100％とし，それに対する各回の PCR

値を百分率で示した，それらを Wilcoxon の符号付順位検定を用いて比較し TBI の効果

を検討した．TBI の有無による PCR の比較（TBI 群とコントロール群の 2 群間比較）は

Mann-Whitney 検定を用いた．いずれの解析も SPSS ver.23 を使用し，有意水準は 5％と

した． 

 

３．倫理的配慮 

研究を実施するにあたり，研究の概要及び個人情報保護等の内容を口頭と文章で説明

し，本研究への参加の同意が本人から得られた者を研究対象者とした．本研究は，松本

歯科大学研究等倫理審査委員会の承認（承認番号 233）を得て実施した． 

 

 

結 果 

１．アンケート調査 

 １）年齢と性別 
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総配布数 647 枚に対して回収数は 378 枚（回収率は 58.4％）であった．378 枚の内訳

は男性が 217 人（57.4％），女性が 159 人（42.1％），未記入 2 人（0.5％）であった．年

齢は 18 歳から 84 歳で，内訳は 40 代が 26.5％と一番高く，次に 30 代 23.8％，20 代

18.8％，50 代 18.8％，60～64 歳 5.0％，65 歳以上 2.9％，20 代 2.6％，18～19 歳 1.6％と

続き未記入が 0.2％であった（図 1）． 

 

２）業種 

小売業が 180 人（47.6％）と一番高く，卸売業 57 人（15.1％），ガス・電気業 45 人

（11.9％），生活関連サービス業 24 人（6.3％），不動産業 20 人（5.3％），銀行業 20 人

（5.3％），飲食サービス業 10 人（2.6％），専門サービス業 10 人（2.6％），その他（情報

サービス業・運輸業・教育業）12 人（3.1％）であった（図 2）． 

 

３）歯科医院への受診 

定期健診の有無に関しては健診有群が 107 人（28.3％）（男性：47 人，女性：59 人，

性別未記入：1 人），健診無群が 269 人（71.2％）（男性：169 人，女性：99 人，性別未

記入：1 人），無回答が 2 人であり，男性全体の 78.2％，女性全体の 62.7％が定期健診を

受けていなかった．無回答の者については統計解析からは除外した． 

健診無群が定期健診をしない理由は「時間がない」が 155 人（男性 101 人，女性 54

人）と一番多く，「必要性が不明」40 人（男性 25 人，女性 15 人），「治療費が高い」39

人（男性 22 人，女性 17 人），「かかりつけ医がない」17 人（男性 7 人，女性 10 人），

「その他」29 人（男性 11 人，女性 18 人）で「面倒くさい」「症状がないため」「怖い」

等と記載されていた（表 2）． 

歯科医院を訪れる主な理由は，疼痛 269 人（71.2％），定期健診 80 人（21.5％），齲蝕

71 人（18.7％），動揺 21 人（5.6％），その他 15 人（4.0%）で「歯石除去・クリーニング

のため」「かぶせ物が外れた時」「歯が欠けた時」「歯肉が腫れた時」「歯科矯正のため」

と記載されていた（図 3）． 

 

４）歯科受診に対するシステム 

患者が望む定期健診を受診するためのシステムは「リコールの連絡」が一番多く健診

有群 73.8％・健診無群 46.1％，「インターネット等で予約」は健診有群 20.6％・健診無

群 30.1％，「訪問による健診」は健診有群 1.9％・健診無群 9.7％であった．「その他」（定

期健診受診群 8.4％・定期健診非受診群 11.2％）には「健診は希望しない」「受診料の明

確化」「料金の割引」「自己管理をしているのでシステムなど不要」「自身でチェックで

きる簡易なキットがある」「社内健診のような強制的な健診」「予防歯科に対する告知」

等の記載が得られた．健診有群は健診無群に比べて「リコールの連絡」を強く望んでお

り（p＜0.001），健診無群は健診有群よりも「訪問による健診」を希望していた（p＜0.05）
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（図 5）． 

 

５）歯科保健行動 

 「虫歯がない」と回答した人は健診有群は 73 人（68.9％），健診無群は 126 人（46.6％）

であった（表３）．「正しいブラッシング方法を知っている」と回答した人は健診有群は

77 人（72.6％）, 健診無群は 104 人（38.8％）であった（表 3）． 

1 日のブラッシング回数は，健診有群は 0 回 2 人（1.9％），1 回 10 人（9.4％），2 回

50 人（47.2％），3 回 42 人（39.6％），4 回 2 人（1.9％），健診無群は 0 回 5 人（1.9％），

1 回 37 人（13.8％），2 回 140 人（52.2％），3 回 73 人（27.2％），4 回 13 人（4.9％）で

あった（表 3）． 

ブラッシング時間は，健診有群は 1 分以内 9 人（8.5％），2 分 29 人（27.4％），3 分 31

人（29.2％），4 分 6 人（5.7％），5 分以上 29 人（27.4％），未回答 3 名で, 健診無群は 1

分以内 33 人（12.3％），2 分 64 人（23.9％），3 分 110 人（41.0％），4 分 18 人（6.7％），

5 分以上 38 人（14.6％）で未回答が 6 名であった（表 3）． 

補助道具（歯間ブラシやフロス）の使用は，健診有群で歯間ブラシ 41 人（38.7％），

フロス 36 人（34.0％），健診無群では歯間ブラシ 41 人（15.3％），フロス 40 人（14.9％）

であった（表３）．8020 を目指しているかの問いには,「はい」と回答した人は健診有群

では 28 人（24.3％），健診無群では 31 人（11.6％）であった（表 3）． 

 

６）定期健診との関連項目 

 「定期健診有」を従属変数としたロジスティック回帰分析の結果では，年齢（40 歳以

上）（オッズ比 1.61；95％ 信頼区間 1.02 - 2.54），女性（オッズ比 1.83；95％ 信頼区間

1.06 - 3.17），虫歯なし（オッズ比 2.24；95％ 信頼区間 1.32 - 3.80），ブラッシング方法

の知識あり（オッズ比 3.62；95％ 信頼区間 2.04 - 6.44），歯間ブラシの使用あり（オッ

ズ比 2.41；95％信頼区間 1.33 - 4.37），フロスの使用あり（オッズ比 2.09；95％ 信頼区

間 1.09 - 4.02）が定期健診ありと有意な関連を示した．一方，業種では，小売業を基準

とした場合，卸売業（オッズ比 1.11；95％ 信頼区間 0.58 - 2.11），ガス・電気業（オッ

ズ比 0.43；95％ 信頼区間 0.18 - 1.02），生活関連サービス業（オッズ比 0.65；95％ 信

頼区間 0.23- 1.84），不動産業（オッズ比 0.58；95％ 信頼区間 0.19 - 1.83），銀行業（オ

ッズ比 1.56；95％ 信頼区間 0.60 - 4.02），飲食サービス業（オッズ比 1.00；95％ 信頼

区間 0.25 - 4.01），専門サービス業（オッズ比 2.33；95％ 信頼区間 0.65 - 8.39）であり，

関連は認められなかった．また，歯ブラシ回数（回/日）（オッズ比 1.01；95％ 信頼区

間 0.71 - 1.45），歯ブラシ時間（分/日）（オッズ比 0.92；95％ 信頼区間 0.74 - 1.13），8020

を目指している（オッズ比 1.39；95％ 信頼区間 0.69 - 2.80）は有意な関連は認めらな

かった（表４)． 
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２．TBI の効果 

 TBI 群の初回の PCR 値（平均値 ± SD）は 71.8 ± 12.4，2 回目は 64.8 ± 11.2，3 回目は

51.9 ± 12.3， 4 回目は 45.3 ± 13.0 であった．さらに 2 回目に対しても 3 回目（p＜0.01），

4 回目（p＜0.005）の PCR が有意に低下した．コントロール群の初回は 60.1 ± 13.2，2

回目は 54.1 ± 14.2，3 回目は 54.8 ± 13.2，4 回目は 51.9 ± 14.3 であった（図 5）． 

TBI 群の初回に対する各回の値（％）は，2 回目 90.4 ± 8.0（p＜0.05），3 回目 73.1 ± 

17.8（p＜0.01），4 回目 64.2 ± 18.6（p＜0.005）であり 2 回目以降は初回に比べて PCR 値

が有意に低下した．コントロール群では，初回に対する各回の値（％）は，2 回目 90.4 

± 17.4，3 回目 91.0 ± 8.9（p＜0.05），4 回目 84.0 ± 11.7（p＜0.01）であり 3 回目と 4 回目

は初回に比べて PCR 値が有意に低下した（図 6）． 

 また TBI 群とコントロール群の PCR の比較では，2 回目は有意差が認められなかっ

たが，3 回目（p＜0.05），4 回目（p＜0.01）は TBI 群のほうがコントロール群に比べ PCR

は有意に減少した（図 7）. 
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考 察 

 

 研究対象者の業種別では，小売業・卸売業の就業者の割合が高かった.これは，現在堺

市の第３次産業企業数が急速に増加しており，その中での産業分類就業者数の内訳とし

て小売業・卸売業が 17.8％14)と多いためと考えられる．  

本研究では「定期健診」のために歯科医院を訪れる者は 21.2％であり，2016 年の国

民・健康調査の 52.9％と比較すると非常に低い．定期健診をしない理由は，「時間がな

い」「必要性が不明」「治療費が高い」と，大学生の意識調査の結果と同様であった 15)．

今回の対象者は社会人であるにも関わらず大学生の意識と同様であるのは残念だが，年

齢を重ねても理由は変化しないことがわかった．今回の対象者の勤務形態は男女同様で

あるが，男性全体の 78.2％，女性全体の 62.7％が定期健診を受けていなかった．この結

果より男性の定期健診に対する意識は女性より低いと考えられる．深夜の仕事に従事し

ている者は定期的な歯科受診をしておらず，日中の勤務者に比較して歯周病の状態が悪

く，齲蝕が多いとの報告がある 16-18)．本研究では，深夜の勤務者はいない上，勤務の時

間帯にかかわらず意識があれば健診を受けることは可能である事を考慮すると，堺市西

区の第 3 次産業の勤労者は口腔内の疾患予防等に関心が著しく低いことが疑われる．し

かし，今回は，堺市西区の勤労者に対してのみ調査を実施しているため，結果には偏り

があると考えられる．今後，他の地域での調査も実施し，比較検討する必要がある． 

患者が望む定期健診を受診するためのシステムは，「リコールの連絡」が多く，次に

「インターネットでの予約」であり，健診無群では「訪問による健診」を強く望んでい

た．これらの結果より，リコールの連絡や簡便な予約システムは，定期健診への誘導に

大いに役立つものだと示唆された．また，現在の医療システムでは訪問健診は医療保険

で認められていない．今後自費治療における訪問健診を希望するかの確認調査が必要で

ある． 

ロジスティック解析の結果から，「定期歯科健診」を受けていることは，40 歳以上の

年齢，女性，虫歯なし，ブラッシング方法の知識あり，歯間ブラシの使用あり，フロス

の使用ありと関連していた．業種，歯ブラシ回数，歯ブラシ時間，8020 を目指している

とは関連が認められなかった． 

以上の結果より，年を重ねるほど健康への意識が高まる事が示唆された．40 歳以下

の勤労者を対象とした歯周病罹患率の調査では，男性の罹患率は女性に比較して 3 倍も

高いことが証明されている 19)．これは，女性が男性より歯周病予防に対する知識を持ち

口腔ケアに取り組んでいると考えられる 13)．ところが，定期歯科健診受診に関する大学

生の調査では，男女差が認められていない 15)．会社等に就職して時間が制限されると，

男性は口腔内の予防より別の事柄に時間を割いているのかもしれない．これらの結果よ

り，今後特に若年男性に対して歯科検診と口腔衛生教育を実施する必要があると考える。 

以前にも定期健診をしている人は，欠損歯が少ない 20)，口腔内の状態がよい 21)との報
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告があり，今回も定期健診を受けている人と「虫歯がない」との関連が認められた．定

期健診は，予防だけではなく疾患の早期発見が可能であるため，この結果は当然である．

しかしながら，健診無群の半数以上が虫歯を自覚しているにも関わらず，定期健診をし

ないのは疾患に対する意識が不足している． 

本研究での健診有群の補助具使用率は 61.7％であり，2016 年歯科疾患実態調査での

平均 38.5％と比較するとかなり高い．堺市西区の第３次産業勤労者は，健診を受けてい

る人と受けていない人との歯科保健活動には大きな相違があることがわかった．また，

先行研究 22,23)と同様に定期健診を受けている人は歯間ブラシやフロスを使用していた．

大学生でのフロスの使用率は 9％と低く，使用した経験はあるけれど継続していない人

が多い 24)．これらのことから，定期歯科健診時には補助器具の使用を随時説明し継続さ

せる指導が必要である．また定期歯科健診を受けていることは，「ブラッシング方法の

知識あり」「補助具の使用あり」が強く関連していた．定期健診を受診しているから正

しいブラッシング方法や補助道具の重要性を認識しており，それらの人は歯間ブラシや

フロスを併用しながら，口腔疾患予防や進行抑制のための口腔ケアに力を注いでいると

示唆された．  

1997 年の職種別調査において，販売職に従事している者の定期健診受診率は 2.3％と

最も低く，職種間に相違が認められている 25）．今回業種間に相違が認められなかったの

は，対象者数に分散性がある事，あるいはこの 20 年間に口腔ケアの重要性が国民に普

及した事が考えられる． 

ブラッシングの回数と時間は，定期健診との関連は認められなかった．これは，一般

的な清掃方法であるブラッシングに対する啓蒙活動の結果，1 日３回３分間の概念を誰

もが持っているためと考えられた．ただ，両群において１日にブラッシングを全くして

いない者が存在している現状を考えると，未だ国民全体には口腔清掃の概念が浸透して

いない事が明らかとなった．  

1989 年に 8020 運動が提唱されて，1994 年の達成者は 11.7％であったが，2016 年に

は健康日本 21（第２次）の目標値である 50％を越えた．このように年々80 歳で 20 本

以上保有している人は増加している．しかし，今回の調査で 8020 を目指している人は，

健診有群では 26.1％，健診無群では 11.7％と非常に少なかった．国民は 8020 運動を認

知しているがそれを目指しているわけではなく，個人的に歯科口腔保健行動を心がけて

いる結果，8020 が達成できていると示唆された． 

口腔保健行動の良し悪しは，両親等の家族が口腔の健康に関心が高い者ほど良い 15)

と報告があるように，小児期から継続した口腔保健指導や口腔管理を受けられる環境と

支援が必要である 26）．また，口腔内を良好に保つには，日々のセルフケアが重要であ

る．そのためには，まず口腔清掃の意義や歯の保存の重要性を認識させる動機付けが必

要である。このモチベーションを向上させ維持していくためには，「位相差顕微鏡」27)の

活用や教材の使用等，各個人に適した指導方法を考慮する必要がある．歯科医師は最初
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に患者と信頼関係を築き 28)，歯科受診への不安を解消させ，定期歯科健診の重要性を理

解させることが必須である．このような工夫と共に地域に密着した歯科医療を目指し，

定期健診を通じて住民の口腔管理をしていくことが求められる． 

さらに，歯科医師が勤務先へ直接出向いて TBI を４回実施した TBI 群では，回数を

重ねるごとに PCR 値は有意に低下した．この結果から，場所に関係なく TBI を実施す

る事は口腔清掃状態に効果を発揮する事がわかった．TBI を実施せず PCR のみを４回

課したコントロール群においても，3 回目以降は PCR 値が有意に低下した．これは，検

査をする行為が研究対象者の意識を変化させ，口腔内に対する清掃の行動変容に影響を

与えたと示唆された． 

これらの結果より，今後の歯科界の取組みとして 40 歳未満の勤労者や男性への意識

改革の強化が提示される．また，定期健診を受けない人に対して会社等への訪問による

健診や TBI を行うなどの，歯科医師自身の能動的なアプローチも重要である．大企業な

どであれば医科の企業健診に加えて「歯科健康診断」を強制的に課すことは可能ではな

いだろうか．現在歯数が多い高齢者ほど生活の活動度が高い 29,30）事は明らかであるた

め，高齢期の QOL の向上を期待するには 30 代から 60 代での口腔保健活動の改善を再

度見直す必要がある．そのためには，年１度の企業健診に歯科検診を法的に導入し，健

診と共に簡単な保健指導が出来る体制作りが必須である．また，企業に勤めていない者

に対しては，市町村が積極的に地域住民のニーズにあった歯科保健指導や啓蒙活動を実

施する必要がある． 

歯科医師は，治療という他律的な健康への関与ではなく，患者等に疾病の状態を把握

させ，日常生活でのコミュニケーション等を通じて自律的な健康作りを確立させる保健

指導をしなければならない．定期健診では，口腔診査やプロフェッショナルケア及びブ

ラッシング指導だけでなく健康維持に努められるような意識改革や生活習慣の指導も

望まれる．健康の一環として生涯を通じた歯科保健の管理体制を強化するとともに，健

康増進に対する指導教育体制の設立が期待される． 

 

 

結 論 

 

アンケート調査の結果から，定期健診の有無は，業種に関わらず口腔保健に関する個

人の知識，女性であること，補助道具の使用，40 歳以上の年齢が強く関与していた．従

って，定期健診を受診している人は，ブラッシングの方法等の知識を習得しており，補

助道具を併用した口腔ケアを実施しているため，口腔内の状態が良好である．しかし，

これらの人は 8020 を目指しているわけではなく，生活の一部として口腔内のケアを実

施していると考えられる．さらに，会社へ出向いて実施する TBI の効果も十分に期待で

きる事，TBI を実施しなくても検査をする行為だけでも，口腔ケアに影響力があること
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が明らかとなった．今後，40 歳未満の勤労者や定期健診を受けていない男性の意識改

革を強化するとともに，時間がなくて定期健診を受けられない人に対して，訪問指導を

する等の歯科医師の能動的なアプローチも重要だと示唆された． 
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